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特集　鉄道の地震レジリエンス向上

　地震発生時に列車の停止を素早く判断するため，早期地震警報システムにおける
地震のマグニチュード［M］の推定をより早める方法を開発しました。現行の早期
地震警報で使われている方法では，Mの推定速度に技術的な限界があると考えられ
てきました。この限界を打破するため，鉄道総研は日本国内で観測されたP波の記
録を詳細に解析し，これまでは指摘されていなかった特徴が見られることを発見し
ました。この特徴を考慮してMの推定を早める方法を提案し，その有効性を確認
しました。この提案方法の重要なメリットとして，現在稼働中の早期地震警報シス
テムで使われているMの推定式の係数を書き換えることのみで導入が可能である
ため，実装が容易であるという点があげられます。
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☞ P 波
　地震の震源からは P 波と S 波とい
う二種類の波が放出されます。P 波は
波の進行方向と平行に振動し（縦波），
S 波よりも進む速度が速いという特徴
があります。S 波は P 波よりも揺れ
が大きいため，地震による被害は S
波によって生じることが多いです。P
波に含まれる情報から震源の情報を推
定することにより，S 波の到着前に警
報を発報することが可能です。

☞ マグニチュード［M］
　地震の規模の大きさを表す値で，震
源から放出されるエネルギーの量と関
係しています。たとえば，2011 年東
日本大震災を引き起こした東北地方太
平洋沖地震の M は 9.0，2016 年熊本
地震（本震）の M は 7.3 と推定され
ています。

（☞参照））を推定し，この情報により

列車停止を判断します。しかしながら，

後述の通り，Mを推定するためには大

きなMであればあるほど長い時間が

必要となります。

　現行の新幹線早期地震警報システム

では，観測された地震の揺れの大きさ

と，Mの大きさが比例するという関係

を用いてMを推定します（ただし，地

震の揺れの大きさは，震源から距離が

離れるにしたがって小さくなるため，

この影響を取り除く必要があります）。

　一方，地震の原因は断層とよばれる

地下の岩盤の亀裂が破壊することに

よって起こるものと考えられています

が，この破壊は一瞬で終わるものでは

なく，Mが大きければ大きいほど破

壊が長く続きます。つまり，地震の揺

れの大きさは破壊が進むにつれて大き

くなっていくため，はじめは推定され

るMの値が小さい場合でも，断層で

の破壊が継続すれば大きな値となって

いきます。したがって，ある地震での

Mの大きさの最終値（以下，最終Mと

よびます）を決めるためには，その地

震での揺れの大きさの最大値を観測す

るまで待つ必要があります。具体的

はじめに
　鉄道では，地震時に列車の停止を可

能な限り早く判断することが求められ

ます。より早い判断を行うため，新幹

線早期地震警報システムは，P波（☞

参照）の情報に基づく警報（P波警報）

を用いています。P波警報は，P波の

最初の数秒間の地震観測データから

地震の発生位置（震源または震央）お

よび地震の規模（マグニチュード［M］
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図1　新たに発見されたP波記録の特徴の模式図

図2　最終MとTdpの常用対数値（log）
の関係
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には，たとえば最終Mが5，6，7のと

き，P波の始まりから揺れの最大値を

観測するまで，それぞれ約1.5秒，3

～4秒，10秒ほどの時間が必要とされ

ています（図1の橙
だいだい

色の矢印）。技術的

には，最終Mの推定をこれ以上早く

行うのは困難と考えられてきました。

　しかしながら，最近の研究1）2）によ

り，この技術的限界を克服し，従来よ

りも早い時点で最終Mを推定できる

ことが明らかとなりました。これによ

り，走行列車のさらなる地震時安全性

向上に貢献できると考えられます。こ

こではこの方法を紹介します。

新たに発見されたP波記録の
特徴

　より早く最終Mを推定することが

できるかどうかを検討するために，鉄

道総研は，これまでに日本国内の地震

で観測されたP波記録の解析を行いま

した。この解析では，P波が始まり，ど

のように大きくなっていくかという点に

ついて統計的な特徴を抽出していま

す。その結果の模式図を図1に示しま

す。P波はその始まりの後，時間が経過

していくにつれて大きくなっていきます

が，このタイミングでは最終Mの大き

さに関係した情報を得ることはできま

せん（図1の紫色の破線で示した領域）。

ところがその後，いったん揺れの大き

さが低下し（図1の灰色の丸印で囲っ

た部分），その後ふたたび最大値に向け

て大きくなっていく特徴があることが

明らかになりました。ここで，P波が始

まってからこのいったん下がり始める

タイミングまでの長さ（それぞれ青，緑，

赤の点線矢印：以下，Tdpとよびます）
が最終Mと関係していることを発見

しました。揺れの大きさがいったん低

下するのは最大値が現れる前ですので，

これまでより早く最終Mに関係した

情報を得られるということになります。

　実際に観測されたP波の記録から
Tdpの長さを求め，最終Mと比較した
結果を図2に示します。この図におい

て，縦軸は最終Mの大きさ，横軸は
Tdpの常用対数（log）を取った値となっ

ています。この結果から，logTdpと最
終Mの間には比例関係が成立してい

ることがわかります（黒の実線：黒の

破線は誤差範囲の目安）。ただし，そ

の比例関係が確認できるのは最終M

が7程度の地震までで，それを大きく

越える2003年十勝沖地震（M8.0：青

の点線）や2011年東北地方太平洋沖地

震（M9.0：赤の点線）は比例関係の直

線からはかなり外れていることに注意

してください。図2で示した比例関係

式から，Tdpは最終M5，M6，M7の

ときそれぞれ，約0.4秒，1.1秒，2.9

秒となります。これは上述した揺れの

大きさが最大になるまでの時間（それ

ぞれ約1.5秒，3～4秒，10秒）と比べ

て三割程度の長さの時間です。

　Tdpと最終Mの比例関係がなぜ成立
するのか，そしてなぜM8や9といっ

た巨大地震においては成立しないのか

という理由については，さまざまな議

論があるもののまだ結論が出ていませ

ん。しかしながら，この観測事実を工

学的に利用し，最終Mの推定を早め

ることが可能です。以下では，この方

法について概説します。

Tdpを考慮した最終M推定の
即時性向上

　ここまでTdpと最終Mの間に比例関
係が成立していることを解説しました。

この関係を利用すれば，従来よりも短

い時間でTdpから最終Mを直接推定す
ることが可能です。しかしながら，実

際の地震観測データを用いてこの方法

を試したところ，最終Mの推定精度

に限界があることが分かりました。原

因のひとつとして，早期地震警報シス
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図3　時間経過に伴うP波の揺れの大きさと最終Mの比例関係の変遷の模式図
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テムにおける自動処理においてTdpが
上手く決定できず，誤差が大きくなっ

てしまうことが考えられます。一方，上

述のとおり，現行の新幹線早期地震警

報システムでは，観測された揺れの

大きさの最大値と最終Mが比例する

という関係を用いてMを推定します。

揺れの大きさは自動処理でも安定して

得ることが可能です。そこでここでは，

揺れの大きさを用いた現行のM推定方

法をベースにしつつも，Tdpによる影響
を考慮することにより，即時性を向上

させるM推定方法について解説します。

　まずは，P波開始後の時間経過に伴

う最終Mと揺れの大きさの比例関係

の変化を眺めてみます。図3にイメー

ジ図を示します。この図は，P波開始

後のある時間までの揺れの大きさの最

大値を最終Mに応じてプロットした

ものです。図3（a）から図3（d）は，P

波開始からの経過時間に応じた変化の

様子を示しており，同じ形のプロット

は同一の地震観測データにおける揺れ

の大きさの時間変化を表しています。

また，比例関係が成立していないデー

タ群をピンク色，比例関係が成立して

いるデータ群を緑色で示しています。

図中の各直線はそれぞれのデータ群の

傾向を表すものです。

　図より，P波が開始した直後（図1

の紫色の破線で囲った領域）では両

者に比例関係は発生していません

（図3（a））。一方時間が経過していく

と，規模の小さい地震から順に，最終

Mと揺れの大きさの間に比例関係が成

立していき（図3（b），（c）の緑のデー

タ群），最終的には図3（d）のような形

となります。小さな地震から次第に比

例関係が成立するのは，小さな地震ほ

ど早くTdpが現れるためです。
　現行の早期地震警報システムでは，

このような時間経過に応じた変化の影

響を考慮しておらず，図3（d）で示し

た比例関係式のみを事前に用意して最

終Mを推定する方法を用いています。

そこで，鉄道総研は上記の影響を反映

し早期地震警報システムで使用するた

めのM推定方法を提案しました。具

体的には，P波開始からの時間経過に

伴い変化する最終Mと揺れの大きさ

の比例関係式を事前に用意し，早期地

震警報システムにおける自動処理の際

は，M推定に利用する比例関係式を

時間に伴って変化させていく方法です。

ただし図3（b）および図3（c）に示した

ように，常にすべての最終Mについ

て比例関係が成立しているわけではな

いので，この場合，図3の緑色の実線

部分（つまり，Tdpが出現し最終Mと
揺れの大きさの間に比例関係が成立

する部分）のみの比例関係を用います。

また，一般に比例関係は「傾き」と「切

片」から定義されます。実際に観測さ

れた地震データから提案方法の比例関

係式を求めた結果，現行のシステムで

用いる従来方法の比例関係式と比べて，

傾きの値は等しく，切片の値のみが時

間によって変化していくことが分かり

ました。切片の値は時間の経過にした

がって（図3（b）から（c）にかけて）増

加していき，最終的には図3（d）のも

のと同じとなります。

　この提案方法で用いる比例関係式と，

従来の比例関係式を比較した例を図4

に示します。ここでは，P波開始から

1秒，2秒，3秒の時点でそれぞれ比例

関係式を使用するケースを示していま

す。3秒の時点で観測された揺れの大

きさが黒い直線だとした場合，従来方

法で使用している式を用いて推定する

と，Mは青の矢印で示す値となり，本

当の最終Mより過小になります。一方，

提案方法の場合，3秒の時点で使用す

る式を用いると，本当の最終Mとほ

ぼ同じとなります。このことから，提

案方法により，最終M推定の即時性

が向上することが期待されます。
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図5	 提案方法によって推定されたMと気象庁・緊急地震速
報によるMの比較
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提案方法によるM推定の結果
　提案方法によるM推定の時間経過の

例を図5に示します（赤の実線：2014

年長野県北部の地震［M6.7］，2016年

熊本地震［本震：M7.3］）。比較のため，

従来方法を使用している気象庁の緊急

地震速報が発表したMの推定情報も

青の破線で示しています。なおこの例

では，推定される値の精度を確保する

ため，震源周辺の複数の地震観測点で

推定されたMの平均的な値を示して

います。その結果，推定されるMの

値が上がる一方ではなく，下がってい

る場合もあります。これは解析に用い

た実際の観測データのばらつきなどの

影響を受けたものです。

　これらの地震において，緊急地震速

報と提案手法により推定された最終M

の値を図中に示しています。また，推

定されたMがそれぞれの最終Mを上

回ったタイミングを青矢印（緊急地震

速報）と赤矢印（提案手法）で示してい

ます。この結果からわかるとおり，こ

の例においては，提案方法によって従

来方法よりも早いタイミングで最終M

を推定することが可能となります。

　なお，上述したようにTdpと最終M

の間の比例関係が確認できるのはM7
程度の地震までとなっています。これ

は，提案方法によってM推定の即時

性向上が期待できるのはそこまでの

大きさの地震ということを意味しま

す。ただしここで提案した手法でも，

M7を大きく越えるような地震に対し

て，これまでと同じ早さで最終Mを

推定することは可能です。その理由は，

図3で示したとおり，提案した比例関

係式の切片は時間の経過につれて従来

の関係式のものに近づいていき，最終

的には従来の式とまったく同一になる

ためです。実は，M7を大きく越える

ような地震で揺れの最大値を観測する

のはこの後のタイミングであるため，

結果として従来と同じ比例関係式を用

いることになり，推定の早さは変わら

ないということになります。

　この提案方法の実用化にあたっての

大きなメリットとして，現在稼働中の

新幹線早期地震警報システムへの導入

が容易であるという点があげられます。

現行の早期地震警報システムで使われ

ている揺れの大きさとMの比例関係

式は，「傾き」と「切片」の値が係数とし

て設定されています。そこで，この切片

の値を今回提案のものに書き換え，時

間の経化に伴い変化させるようにすれ

ば，提案手法の導入が可能になります。

おわりに
　ここでは，早期地震警報システムで

使用されている地震のマグニチュード

［M］の推定をより早める方法の紹介を

行いました。これにより，従来よりも

素早く列車の停止を判断することが可

能となり，地震時の走行列車のリスク

をさらに低減させることが期待されま

す。


